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日本建設産業職員労働組合協議会

公共工事における無報酬業務の解消にむけたリーフレットの配布について

日本建設産業職員労働組合協議会（日建協）では、建設産業が抱える課題解決にむけた活動の一つとして、提言書「公共工事における無報酬業務※を解消するために」を用い、契約内容の明確化と片務的体質の改善にむけた提言活動を実施してきました。
この提言活動を通じて、「無報酬業務」の発生が受発注者間の良好な関係性、ひいては建設産業の発展の阻害要因に繋がることとして、国土交通省側でも問題意識を持っていることがわかりました。さらに具体的な施策として「条件明示について」や「設計変更ガイドライン」等が講じられています。
そこで日建協では、作業所で働く組合員の皆さんの施策に対する認知度の向上および積極的な活用を促す活動の一環として、リーフレットを作成しました。このリーフレットを通じて、まずは「条件明示」と「設計変更」に関する国土交通省の施策内容について理解していただきたいと思います。また、現状の業務をいま一度振り返ってみて、今まであたりまえのように行ってきた業務が実は「無報酬業務」ではないだろうかと考え直してもらうための「きっかけ」としていただければと考えます。
※「無報酬業務」とは、本来発注者が行うべき業務が、受発注者間の片務的な関係性によって負わされる業務や、契約において受発注者間の責任区分が不明確なまま、その後も明確にされずに受注者の業務範囲とされた業務と定義しています。















